【2018人事院報告・勧告の特徴と賃金確定闘争の展開】
(1) 人事院は８月10日、2018給与改定に関する報告・勧告を行いました。月例給については本年の官民較差0.16％を踏まえ俸給表平均0.2％の引き上げ、一時金は民間の支給実績が4.46月で0.06月上回ったことから0.05月の引き上げ勧告がされ、月例給・一時金ともに５年連続の引き上げとなりました。

　しかし、一時金については、民間事業所における支給実態を踏まえ、５年連続で勤勉手当に配分され(来年度以降は、６月・12月期の支給月数が均等になるよう配分)、育児・介護休業等の取得者や非常勤職員の処遇への配慮がないという課題が残ることから、成績率の決定の際には、成績標準者の成績率を引き上げることを要求するなど引き続く対応を強める必要があります。
(2) また、臨時・非常勤等職員の処遇改善は、2018賃金確定闘争期において、給料表の引き上げ、最低賃金の引き上げという同様の条件下でのたたかいとなります。社会的な賃上げの流れをすべての労働者へ波及させるため、確実な賃上げの確保と常勤職員同様に2018年４月遡及改定を求めていく必要があります。あわせて、2020年４月の会計年度任用職員制度の施行にむけた協議を進め、具体的な賃金・労働条件改善を重点課題とし取り組みを進めていく必要があります。

(3) 一方、公務における働き方改革については、民間等に時間外労働の罰則付き上限規制が適用されることを受けて、「公務員人事管理に関する報告」の中で、長時間労働の是正として、超過勤務命令の上限を人事院規則において、原則１月45時間・１年360時間、他律的業務の比重の高い部署は１月100時間・１年720時間等と設定するとしています。このため、地方公務員においても、民間・国に遅れることなく、条例に時間外労働の上限時間を定めたうえで、職員の健康・安全、働きやすい職場をつくるため、職場実態を点検、把握しながら具体的改善にむけ取り組みを強めていく必要があります。

(4) また、 人事院は勧告・報告と同日、国家公務員の定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての「意見の申出」を行いました。申出は、①定年を段階的に65歳まで引き上げ、②60歳超の給与を60歳前の７割水準に設定、③役職定年制の導入、④定年前の再任用短時間勤務制の導入などが主な内容となっています。なお、引き上げ時期については、具体的な時期の明記はなく、一定の準備期間を確保しつつ、速やかに定年の引き上げが実施されることが必要との記述にとどまっています。国に遅れることなく地方においても定年の引き上げを実施するよう必要な対応を求めていきます。
(5) 2016年４月から各地方公共団体で人事評価制度が導入されています。多くの単組が、法施行の2016年４月からの導入となっているため、評価結果の活用については継続協議となっていますが、一部単組では昇給・勤勉手当への結果の活用にむけた動きが見受けられます。この間、自治労が提起している四原則（公平・公正性、透明性、客観性、納得性）二要件（労働組合の関与、苦情解決システムの構築）、とりわけ納得性の確保にむけては十分な制度理解と制度の習熟性が求められることから、拙速な評価結果の活用はさせないよう、労働組合としてしっかりと対応していく必要があります。

 (6) 自律的労使関係制度の措置は、2014年の国家公務員法改正の過程で「職員団体と意見交換を行いつつ合意形成に努める」旨が盛り込まれた附帯決議が採決されました。また、労働基本権の付与について、2018年６月に結社の自由委員会報告がＩＬＯ理事会で承認され、日本政府に対し11度目の勧告が行われました。日本政府は労働側との定期的な意見交換の場を設けることなどを国際的に約束していることから、引き続き、連合・公務労協・自治労本部に結集を強め、取り組みを継続していく必要があります。自律的労使関係制度を展望するなかで、交渉合意事項はすべて書面で残すことが極めて重要となります。「自律的労使関係制度の措置に向けた闘争サイクルの確立と書面協定について」を参考にしながら、全単組で準備を進めますので、しっかりと全単組で取り組みましょう。

(7) 本「手引書」は、2018賃金確定闘争を進めるにあたっての「統一要求書」の解説と交渉上の留意点を明らかにしたものです。本「手引書」に基づく学習会を開催するなど、対自治体当局交渉の前進にむけて活用してください。
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